
















要   約: 住民の助産婦に対するニーズ調査を進めるに当たり、初年度(平成 6 年度)は出

産後 1年未満の育児中の母親を対象に、助産婦への認識状況を調査した。結果として、大

半が病院での出産体験者であり、助産婦への認識度は低く、存在感の希薄さが示唆された。

そこで、2 年目(平成 7 年度)は助産婦の存在を知り、実際に助産婦の役割に触れた経験が

あると思われる育児グループの母親と地域の母子保健事業への協力を通して、長く開業助

産婦との交流を持っていると思われる母子保健推進員や民生委員など住民組織のメンバー

を対象に、助産婦に対するニーズ調査を実施した。結果として、助産所や保健センタ―な

ど、住民の身近な所にいて、妊娠から出産、育児について継続したかかわりをもって欲し

いなど、助産婦の本来的な役割に対する要望が多く見られた。その他、更年期女性に対す

る健康相談への対応も期待されていた。

  今年度(平成 8年度)は、実際にどの程度助産が住民に活用されているか、助産所におけ

る電話相談を量的・質的に分析する中で、住民の助産婦に対する要望について検討した。

結果として、育児中の母親からの相談が最も多かったか、非妊娠女性(思春期や更年期)か

らの避妊・不妊相談、月経不順、性生活に関する相談なども見られた。母親からの相談で

は、乳児の哺育・成長・異常症状などこどもに関する育児上の心配事や産後の母体の身体

的変化・疲労・乳房トラプルなど、母親の健康に関する相談が多くみられた。相談状況と

しては、助産所以外での出産者(予定者)や、市外居住者からの相談も多く見られ、また、

平日・土日に関係なく、時間帯も昼夜を問わず相談を受けている実態が明らかになった。

昨年度の調査結果から示された助産婦へのニーズが、実際に助産所での電話相談調べを通

して、さらに確実なものとなった。


